（Ｈ22年3月）

· 東京都文京区長が4月に約２週間の育児休業を取得する予定です！
先日、東京都文京区の成沢広修区長が、4月3日～15日の約2週間、育児休業を取得し、育児に専念すると区議会に伝えた、との報道がありました。同区職員で育児休業を取得した男性はこれまでおらず、区長が率先することで男性の育児参加を呼びかける狙いがあるようです。

育児休業制度の取得率については、厚生労働省の「女性雇用管理基本調査（2007年）」によりますと、女性が89.7％と高い水準に達しているのに対し、男性は1.56％とかなり低い水準に留まっています。各種の調査では、男性の取得率が極端に低いのは男性自身の育児休業取得に対する意識が低いことが原因ではなく、育児休業を取得しにくい以下の４つの要因があるからと結論づけています。
1． 労使協定による排除
育児休業法では、労使協定を結ぶことによって、従業員の配偶者が常態として子を養育できる状況であれば、その従業員の育児休業の申出を拒むことができるとされているため、妻が専業主婦である夫や妻が育児休業中である夫は育児休業を取得できない場合がほとんどである。
2． 制度や手続きの硬直性

男性の育児休業のニーズが短期取得（2週間以内が最も多い）にあるにもかかわらず、現行制度では複数回の短期取得を認めなくともよく、また取得希望日の1ヵ月以上前に申出が必要等の制約がある。
3． 収入の減少

一般的に家計を支える男性の収入が、育児休業の取得によって50％程度に減ってしまい、安心して子の養育に係ることができない。

4． 職場の雰囲気

「何となく取りづらい」「過去に取得した人がいない」「職場に迷惑がかかる」といった雰囲気が職場に漂っている。

上記1の阻害要因は、今年の6月30日に施行される改正育児休業法で排除が禁止されましたので解消することになります。また、上記2に関しては今回の改正でも特段の変更はありませんでしたが、会社が法律を上回る独自の制度を制定し、短期の育児休業を取得しやすい環境を整えることは、ワーク・ライフ・バランスの観点からも非常に重要です。次の「収入の減少」に関しては、給料の約80％が保障されるスウェーデン並みとまではいかなくとも増額が好ましいものの、比較的短期の育児休業であればそれほどの影響はないものと思われます。最後の「職場の雰囲気」に関しては、何においても上に立つ者の考え方次第ですので、今回の区長の決断が今後どのような影響を職場に与えるかが非常に注目されます。　（工藤克己）
